対論と質疑応答 by unknown
特集　学生と市民のための公開講座『現場からの法律学・政治学  Ⅱ』 　79　
　上林千恵子（2015）『外国人労働者の受け入れと日本社会』東京大学出版会
　桑原（鈴木）潔（2002）「外国人労働者政策と２つの政策ネットワーク」『政治学研究論集』第16号
　厚生労働省（2002）「外国人雇用問題研究会報告書」厚生労働省職業安定局外国人雇用対策課，2002年７月
　佐藤成基（2017）「国民国家と外国人の権利 ─ 戦後ドイツの外国人政策から」『社会志林』第63巻第４号
　中村二朗・内藤久裕・神林龍・川口大司・町北朋洋（2009）『日本の外国人労働力』日本経済新聞社
　宮島喬・鈴木江理子（2014）『外国人労働者受け入れを問う』岩波書店
【対論と質疑応答】
鈴木：それでは，残りの時間を意見交換と質疑に充てたいと思います。まず，私の方から内
野先生に二点ほどご質問を致しまして，その後はフロアの皆さまから時間の許す限りご質問
を頂くことにしたいと思います。
　内野先生に伺いたいことの第一点目ですが，─ 今回，多文化共生施策について詳しくご
紹介頂きましたが，その中で果す国の役割というのが余り見えてこなかったように思います。
国の省庁はどのように自治体の多文化共生行政に関わっていくのか。或いは関わってこな
いのか。総務省に関しては先ほど言及して頂きましたけれども，それ以外の省庁，例えば厚
生労働省は労働基準監督署とか，或いはハローワークといった組織を所管しているわけです。
その他，法務省は入国管理局を所管しておりますね。新宿区の観点からみて，どういう省庁
が多文化共生にどういうかたちで関与しているのかを教えて頂きたい，というのが第一点目
のご質問です。
　二点目は，多文化共生施策を実施するに当たって，区議会や区民の理解をどうやって得て
おられるのか，という点です。
新宿区は予算的にも人員的にも
他の区と比べて優れた多文化共
生施策を実施しておられますが，
それを実施するためには区議会
や区民の理解が不可欠だと思い
ます。おそらくどの自治体でも
「外国人よりも日本人を優先し
ろ」だとかいう意見が出てきや
すいと考えられますが，にもか
かわらず外国人のための施策を
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充実させていくためには，区議会や区民から理解を得ていく何らかの努力や試みがあろうと
思われます。
　以上の二点について，ご教示頂ければ幸いです。
内野：ご質問ありがとうございました。まず第一点目，省庁は多文化共生にどのような役割
を果たしているのかという点についてお答えします。居住している外国人も当然，地域住民
のお一人ですから，日本人と対応が異なるものではありません。そうしたことから，地方自
治体の現場で，対住民施策を取り組んでいくに当たっては，あまり国の関与は表立っては見
えてこないのが現状です。ただ，例えば，ハローワークにも，外国人雇用支援・指導センタ
ーなどが設けられ，外国人と事業者のマッチングを積極的に行っているケースもあります。
また，省庁ではありませんが，国会議員の方々が超党派で「日本語教育推進議員連盟」を起ち
上げて，留学生の日本語教育の質の保証をしていくことなどを目的に，「日本語教育推進基
本法」の制定を目指すといった動きが出てきています。日本語教育の重要性については先ほ
ど触れさせていただきましたが，なかなかその充実を図るのは難しい現状がありますので，
広く社会的関心が高まることを期待したいです。
　第二点目，区議会や区民の理解を得るという点についてですが，新宿区は先ほどお話しさ
せていただいたとおり，区民の８人に１人は外国人の方ですので，外国籍の方々を受け入れ
て一緒に進めていかないことには，基礎的自治体の責務は果たせません。広く多文化共生意
識の醸成を図っていくためには，先ほどご紹介したように日本語学校の学生さんが地域でボ
ランティア活動をしてくれたり，通訳として活躍してくれたりしている例もありますので，
そういう姿を伝え，よりよいまちづくりに繋げていくことを積み重ねていくこととが大切だ
と思います。
鈴木：ありがとうございました。では，ここからは，フロアの方々からのご質問を受けたい
と思います。
フロア（渡邊一弘）：本学法学部の渡邊でございます。本日は貴重なお話をありがとうござ
いました。大変勉強になりました。私は犯罪者の処遇などを研究しているのですが，その領
域におきましても現在，外国人犯罪者の処遇の問題が生じております。出身国も多様化して
おります。彼らが犯罪に至った要因について話を聞いてみますと，社会不適合の状態になっ
ている，日本の生活に融け込めない，ということがあるようです。その結果として出てくる
のが貧困であったり，孤独であったりする（この点は本日頂いたご報告でも触れられたとこ
ろです）。外国人の犯罪対策につきましても，social inclusion，社会の中で外国人をどうやっ
て包摂していくのかということが根本的な課題となっていると思いますが，内野先生にお伺
いしたいのは，外国人が犯罪に至るほどのトラブルに陥るのはどのような要因によってなの
か，実務上でのご経験など教えて頂ければ幸いです。また，鈴木先生には，次の点をお伺い
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したいと思います。先ほど，入管制度に関する三つの原理のご説明がありました中で，「主
権の原理」が優先されていたところから「経済の原理」「人権の原理」へとバランスを変えて
いく必要があるのではないか，またそのように変わりつつあるということだったかと思いま
すが，外国人による犯罪の問題を強調すれば，「主権の原理」に基づいて治安対策に重点をお
いた施策を求める考え方も出てくると思います。私自身はsocial inclusionの充実が重要だと
考えてはおりますが，今申しました治安対策とのバランスという点について，鈴木先生はど
のようにお考えなのか，お聞かせ頂ければと存じます。
内野：まず私の方からお答えいたします。新宿区で外国人が犯罪に巻き込まれたり，逆に犯
罪に及んでしまったりするような環境があるのかという点ですが，先ほどの実態調査でご覧
いただいたとおり，なかなか日本人と，あるいは外国人同士でも関係性が構築できていない，
これらの方々の孤独な実態が背景にあると思っております。これが一点。それからその他に，
様々な制度を知らないことによって，闇の社会に引き込まれていってしまうこともあります。
そうならないための取組として，例えば，地元の警察署が，防犯ボランティア活動への参加
を日本語学校に呼びかけたりしていますが，防犯活動に参加することは，犯罪に巻き込まれ
ないための防止策にも繋がると思います。また，例えば，母国に送金しようとする際に（外
国人の方で，母国にお金を送っている人は多いです），マイナンバー制度のことを外国人の
方が知らないために（送金にはマイナンバーが必要です），地下銀行（ヤミ銀行）を使わない
と送金することができず，これが闇の社会への入口となってしまう，ということがあります。
このようなことを予防するために，新宿区は，送金事業者と連携してマイナンバー制度の周
知を多言語で周知する取組などを行っています。
鈴木：私の方からは，外国人犯罪にどう対応するかという点に関して申し上げます。外国人
犯罪といった場合，二種類があると思うのですね。マフィアとかテロリストのような集団と
一般の人が犯罪に手を染めてしまうのと，この二つの場合は区別する必要があると考えます。
プロフェッショナルな犯罪集団に対しては入管当局と警察当局が海外の治安機関と協力し
ながら取り締まっていくということしかないでしょう。もう一方の，一般の外国人の方が犯
罪に手を染めるケースをみてみますと，留学生や技能実習生の場合，母国において多額の借
金をして，つまりブローカーに多くのお金を払って日本に来ているケースが多く見られると
聞いております。その借金を返済するためには日本で働かざるを得ない，どんな劣悪な労働
環境であっても働き続けなければならなくなっている，という状況が指摘されています。こ
れを取り締まるには，送り出し国側のブローカー，あっせん機関をどうするかということが
関わってきます。日本はその点についていいますと，外国人労働者を正面から認めていない
ので，海外にそのような日本政府の出先機関を設けておりません。法務省や厚生労働省が海
外のちゃんとした送り出し機関を作る，或いは監視する，そういう仕組みを作っていかない
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と，日本国内でブローカー対策をしているだけでは，なかなか解決するのが難しいように思
います。実際，外国人技能実習制度をめぐっては，従来は公益財団法人の国際研修協力機構
が全国の受入れ団体の監督指導をしていたのですが，これは民間の団体で立場は弱いという
ことで，昨年，技能実習法が改正されまして，外国人技能実習機構という認可団体 ─ 国の
関与がより強い団体 ─ が設けられました。それが全国に出先を持って，監視する態勢を作
っています。こうした取組みによって，監視機能を高めて，外国人犯罪を減少させることに
寄与出来ればいいなと思うのですが，今はその運用が始まったばかりなので，これから注視
していかなければならないと思っております。
フロア：ありがとうございました。
鈴木：もうお一人ほど，いかがでしょうか。
フロア：鈴木先生にご質問させて頂きます。2010年代の入管政策のところで，「適正な外国
人材受入れの確保」とありましたが，この「適正な」というのは，何をもって「適正」という
のか，ということを疑問に思いました。また，その後の，「技能実習法の制定」に関連して，
「優良な監理団体・実施企業」とありますが，これも何をもって「優良」というのか。これら
の点について，解説して頂ければ有難いのですが。
鈴木：ご質問ありがとうございます。「適正」とか「優良」とか申しましたのは，国の説明を
そのまま使ったものです。最初の「建設分野・造船分野における適正な外国人材の受入れ」
というのは「国が一定の手続に従って認めた外国人の受入れ」という程度の意味です。不法
就労ではなくて，外国人技能実習生として日本に来た方であるということ，そして３年間問
題なく研修を受けているということです。次に，技能実習法制定における「優良な監理団
体・実施企業」ということについては，先ほど少し申しましたような，賃金を払わないとか
パスポートを取り上げてしまうとかいう人権侵害を行っていない団体や企業，ちゃんと技能
実習法の趣旨に則って外国人にスキルを身に着けさせている，また外国人の方もそこから逃
亡したりしない，そういう団体や企業，それが「優良な監理団体・実施企業」であると私は理
解しております。よろしいでしょうか。
　ちょうど予定していた時間になりました。最後に一言，まとめとして感想を述べたいと思
います。新宿区の現場での多文化共生の取組み，それから国レヴェルでの入管政策を見て来
たわけですが，私が感じるのは，国と自治体の政策にややミスマッチなところがあるのでは
ないか，ということです。つまり，どのような外国人をどの程度受け入れるか，言い換えれ
ば人の「フロー（出入り）」については国が完全にコントロールしています。これに対して，
自治体は，どのような外国人が入国してくるのかについては全く関与出来ないのに，入国し
た後の支援や社会統合は自治体に委ねられている。人の「フロー」の部分は国が管理するが，
人の「ストック」の方は自治体が引き受けなければならない。そこにミスマッチがあるので
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はないでしょうか。今後は，国と自治体が更に協力・連携して，多文化共生，social inclusion
の方面にも国がもっと関与していかなければならないのではないか，と強く思うところです。
特に近年，2010年代になりまして，ますます「フロー」の面が激しくなってきておりますので，
国もこれまでのように自治体に多文化共生，social inclusionを任せっきりというわけにはい
かなくなってくると思います。
　本日は貴重なご報告を内野先生に賜りました。最後に盛大な拍手をお願い致します。あ
りがとうございました（拍手）。これで本日の公開講座を終了致します。
